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1 現代社会のリスクのさまざまなあり様については今田編（2007）を参照。 

















































































































                                                          
2 室井（2011: 4-5）によれば、日本の災害社会学はその出発点においてアメリカ災害社会学の研
究動向の影響を受けている。しかし 1955 年～1965 年（昭和 30 年～40 年代）において、アメリ
カ災害社会学の研究動向とは別に、都市化と災害の関連を問う研究が河川工学や地理学の研究者
を中心に薦められ、災害研究と都市社会学の関係を考える上で示唆的であるという。 
3 第 2 章でとりあげる「場所のハザードモデル」も参照。 






































                                                          
4 共同性の文脈からこうした地域の文化的側面と災害についての考察として田中（2007）参照。 



































                                                          
5 リスクを契機としたコミュニティという観点では倉田（1999）の「防災福祉コミュニティ」と











































































                                                                                                                                                                          
夫がギャンブルで使い果たしてしまった事例や、DV で別居中の女性に支援金が支給されないと
いった事例がみられる（「河北新報」2011 年 11 月 5 日「焦点／被災夫婦、DV 増加／宮城」）。 
9 このほかにも個人のおかれている社会的属性や社会的な立場と被害の格差の関連では、貧困と
の関連ではいのうえ（2008）、外国籍住民の被災状況については外国人地震情報センタ （ー1996）













































アの社会学』（山下・菅 2002）がある。同書は、この 2 つの実態を阪神・淡路大震災をフィール
ドに災害過程の時系列的分析を行いつつ、さらにボランティアの拠って立つ価値および論理を考
                                                          
11 こうした自己責任論とケアの関連については第 4 章での議論を参照。 










































































13 このほか、障がい者の支援という文脈では認定 NPO 法人ゆめ基金（2013）、情報格差という
観点からは田中・標葉・丸山（2012）など。本稿のそれぞれの章においてその都度言及する。 
















































































「災害」概念については、Quarantelli らを筆頭とする 1980 年代以降の災害研究における「災害
とは何か What is a Disaster?」に関する一連の議論（Quarantelli ed 1998）が代表的である。こうし
た背景を受けて、災害自体がコミュニティや社会の内部における諸要因との結びつきで考察され
るべきという災害概念のシフトが生じ、相次ぐ災害を受けて、災害への反応やリスクの合理的制
                                                          
16 ちょうど第 1 節でマクロなレベルからの分析としてまとめた研究と共通する関心である。 






て、以下に Hewitt のものをとりあげる。 
社会科学の立場から災害研究を行ってきたHewitt（1995）は、International Journal of Mass 
Emergencies and Disaster誌で 1995 年に組まれた「災害概念のさまざまな社会的構成17」という国
際社会学協会でのラウンドテーブルをもとにした特集への寄稿（この寄稿は後にQuarantelli編
（1998）の『災害とは何か』に所収される）をとおして、議論のもとになった他の論文を批判す






















                                                          





れた。そうした論考をもとにして、International Journal of Mass Emergencies and Disaster
誌で特集が組まれ書籍（Quarantelli ed 1998）化されている。Quarantelli は日米の災害研究の
交流においても重要な人物である。 





































                                                          
18 Hewitt のこの認識にならい本稿でも被災者支援の実践の文脈からの報告書に第 3 章以降大幅
に依拠していく。 
19 そのうちジェンダーについては第 3 章で述べる。 





































                                                          
20 第 4 章と第 5 章を参照。 
21 そうした体制において「保健師」という職業の持つ可能性について第 5 章で検討する。 
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本稿の第 3 章、第 4 章、第 5 章にとって重要な論点であり、本章（第 2 章）ではそのための理論
的な側面に関する考察をおこないたい。 
本稿の課題にとってまず自然災害の被害をどのように捉えるのかという点は重要であるため、
                                                          
1 具体的に念頭においている経験的な事象については、第 3 章、第 4 章、第 5 章で「災害と女性」
として別個に論じているので、この第 2 章は後続する章の理論編としての位置づけである。 

































                                                          














































                                                                                                                                                                          
不可能である。 







































































































































































7 http:// www.unisdr.org/we/inform/terminology#letter-v 
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を用いて記述されることが多く」、それは「社会的不平等から生み出されている」（Cutter et al 2003: 




















ある（Hufschmidt 2011: 624）。 






















のパラダイムについてリスク社会論との関連で考察するが、中でも特に Wisner et al の定義に注目
する。なぜなら、Wisner et al らは、単に社会システムの脆弱性というマクロな要因からヴァルネ
ラビリティを捉えるのではなくて、そうしたマクロな要因がいかに個人に影響するのか、といっ
た個人や集団レベルでのヴァルネラビリティについて論じているためである。本稿の第 3 章、第



























































   建設用地、住んで働く場所 
５ 機会へのアクセスの不均等やハザードへの不均等な暴露 exposure を規定するような社会過程
４ 人間活動に影響を与えるハザード 
例）洪水、干ばつ、地震 









































                                                          
















































ドを経験し、彼女らの生活の破壊や深刻な損害に苦しむときに生じる」（Wisner et al 2004: 50）。 
このことを示したのが図 2-2（Wisner et al 2004: 51）である。これは PAR（プレッシャー＆リリ
                                                          
10 こうした議論はすぐに潜在能力やライフチャンス論を思い起こさせる。実際 Hufschmidt（2011）
は「構造パラダイム」と「潜在能力」論との類似性を指摘している。 






































被害などと、ほぼ同様の位置をしめているように思われる。さらに、図 2-2 の 3 では「安全では






































































































図 2-2 Wisner et al （2004: 51）における 
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まさに Beck のいうところの「世界リスク社会」がある。 
12 この責任モデルと自然災害との関わりについては法哲学者の吉良貴之氏から重要な助言を得
た。また同氏が中心メンバーとなっている「法と科学の哲学カフェ」の「災害とプライバシー」




2013：宮城・石巻の幼稚園に賠償命令 大災害下でも命守る義務「1000 年に 1 度」免責されず」
「毎日新聞」平成 25 年 9 月 18 日）が出されている。あらかじめ園の定めていた防災マニュアル
で定められていたとおりの行動を職員に周知徹底し、その行動をとっていれば園児が犠牲になら
なかったのではないか、地震発生後の情報収集（津波の到達についての）義務を園長が果たして
いれば防げたのではないかという論点について、園側は「1000 年に 1 度の想定外の地震」であっ














的に不平等な形で生み出されることを強調し、そのような「根本原因」（Wisner et al のいうとこ































                                                          
14 図 2-2 を参照。 



























によっても可能である）。（Beck 1986=1998: 49） 
 
ここで言われている「危険な状態を処理したり、回避したり、埋め合わせたりする可能性や能
力」は、まさに先にとりあげた Wisner et al のヴァルネラビリティの定義、つまり、「自然災害（極
端な自然的な出来事や過程）のもたらす衝撃に未然に備えたり、その衝撃に対処したり、その衝
撃に抗ったり、その衝撃から回復する（1）能力（capacity）を規定するような個人や集団の（2）



























































































































（Baraldi et al 1997=2013: 303）。ある決定の可能的な損害とはリスクであるし、ある決定の現実に
生じた損害とは被害である。前者は未来に関するものであり後者は現在から過去のタイムスパン
に該当する。そうしたリスクであれ被害であれ、誰かの何かに関するリスク-ベネフィット（利益







































                                                          
17 これは緊急時に限ったことではない。例えば 2013 年 9 月 3 日の「河北新報」では、「争点大震
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がある（JST-RISTEX プロジェクト「不確実な科学的状況での法的意思決定」が Web 一般公開し
ている『法と科学のハンドブック』を参照）。 





































的なスモッグ」にみるような）エコロジー問題との差異である。災害は Hoffman と Oliver-Smith 
（2002＝2006: 30）のいうように、「物質的世界と社会的世界」の両者が「合体したもの（ハイブ
                                                          
19 第 4 章を参照。 
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22 こうした議論は複雑性理論を援用する Urry の議論のなかで紹介されている。複雑性理論では、
平衡状態（秩序のある状態、平常の状態）の非平衡性（無秩序の潜在性、非常性の生成過程）が
説明される。逆もまたしかりであり、非平衡性のなかの平衡性（いわゆる「混沌からの秩序」）に












































程である（Hilhorst 2004: 56）。Hilhorst の主眼は、各アクター（科学者、行政担当者、素人の人々
等）の意味づけ、諸行為の相互作用という点から、リスクへの再帰的実践を記述することにある
（Hilhorst 2004: 56）。 






































































                                                          









と、彼女からの連絡が途絶えた周囲の人は言う」（認定 NPO 法人 ゆめ風基金編 2013: 23）。 








































ューにおいて、能動的に生成する。（Dürrschmidt 1996: 57） 
                                                          
26 地域防災については第 4 章で述べるが、ここでいう「地域」は小学校区以下の諸地区のことで
あり比較的狭い範囲を想定している。 
27 コミュニティの多義性については Delanty（2006）を参照。 
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課題となるが、この課題については次章（第 4 章）でより明確にしている。 
































































































告されている」。加えて 2008 年にはこの団体のうちの 3 名が参加している「『女たちの震災復興』
を推進する会」が結成され、記録集が刊行されており、こうした活動は長岡市の地域防災計画の









心配な点や避難所に希望することなどについて仙台市居住の女性 1,111 人に調査票を配し 773 人








島沖地震、2005 年ハリケーンカトリーナ、2008 年四川大地震、2010 年ハイチ地震、等々）での
























発災後早期に「男女共同参画局は、3 月 18 日に宮城県の政府対策本部に職員を派遣した」だけで





























                                                          
8 繰り返しになるが「女性の視点」という言い方自体は無論、本稿がオリジナルではない。災害



































角度からの批判は、Enarson（1998）や Bolin et al（1998）の研究において「災害と女性」の問題





























等の増加といったアメリカ社会における社会変容も指摘されている（Bolin et al 1998: 29）9。  
この流れには国際的動向も関連している。表 3-1 は「災害と女性」に関する主要な流れである。 
表 3-1 にあるように、1995 年「北京女性会議」といった「女性」に関する重要な問題の国際的
な行動綱領の採択、「ジェンダー主流化」という目標と「災害と女性」問題は無関係ではない。こ
の中でも特に池田（2012: 58-59）は、国際的に災害とジェンダーをめぐる取り組みが進んだ背景
として次の 2 点をあげている。1 点目は、各国が共通の行動枠組をとおして「災害に強い社会づ
くり」を目指す動きのさきがけとしての「国連防災の 10 年 International Decade for Natural Disaster 
Reduction（IDNDR）」であり、2 点目は、災害後の緊急救援活動のあり方についての共通の国際
基準である『スフィア・プロジェクト―人道憲章と災害援助に関する最低基準（第三版）』（The 
Sphere Project 2011=2012）の作成である。 
一点目の「国連防災の 10 年」は 1987 年 12 月の第 42 回国連総会で決議された 1990 年代の 10
年間を指す。報告書（国際防災の 10 年編 1991）によれば、目的は「国際協調行動を通じ、全世 
                                                          
9 災害研究におけるジェンダー問題の不在は、他にも Tierney（2006: 515-6）が、災害研究者自体
が男性研究者に偏っていることや、災害研究に必要なフィールドワークのための体力が女性には
足りない（ゆえに女性に災害研究は向かない）という偏見があることを指摘している。 




年 次  国 際 的 な 動 向  国 内 の 動 向  大 災 害 等  




































1 9 9 0  ●【災害】「国連防災の 10 年」（～1999）   
1 9 9 1  ●【女性】「健康な惑星のための世界女
性会議」→「女性の行動アジェンダ 21」
  
1 9 9 2  ●【災害】国連環境開発会議（リオ）
→「アジェンダ 21」 
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1 9 9 5  












1 9 9 9    台湾大地震 
2 0 0 0  ●【女性】北京＋5 第 23 回国連特別
総会 
  
2 0 0 1  ●【女性＋災害】国連女性の地位委員
会・国際防災戦略専門家会議 
  










































2 0 1 0    ハイチ地震 
チリ地震 
2 0 1 1    東日本大震災 
紀伊半島豪雨 
 



















人道憲章と災害援助に関する最低基準（第三版）』（The Sphere Project 2011=2012）は国際的な人道
支援の場面で活用可能な基準（ガイドライン）である。国際救援団体や国際赤十字・赤新月運動














することができる」（The Sphere Project 2011=2012: 13-14）とあり、女性や少女への「暴力や抑圧」
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表 3-2 スフィア基準の構成 ※著者作成 
 
 


































                                                          

























から問題視される。Women's Environment and Development Organization（WEDO、女性環境開発機
構）の 1991 年の「健康な地球のための世界女性会議」における「女性の行動アジェンダ 21」、1992















                                                          
11 「健康な地球のための世界女性会議」に数少ない日本人参加者として参加した荻原（2005: 110）
によると、「女性のアクションアジェンダ 21」をもとに WEDO や他の女性団体がロビーイングを
活発に展開した。荻原によれば、女性は先住民族、NPO／NGO、地方公共団体、労働者・労働組
合、科学的・技術的団体などとともに、環境保全の主要な担い手である。 





































                                                          
12 Stephen Shute and Susan Hurley eds（1993=1998）所収の MacKinnon によるレポートを参照。戦
時においてエスニシティ差別と女性差別が複合的に性暴力というかたちで現れることを示してい
る。 






「男女間における暴力に関する調査報告書」（内閣府男女共同参画局）でも女性の 3 人に 1 人（調
査協力者のうちの 22.3%）は配偶者から何らかの暴力（身体的、性的、心理的）を一度は受けた






































らに第 3 のポイントは「女性の視点」はヴァルネラビリティ概念を鍵の 1 つとして進められる災
害研究をどのように変容させているのか（災害研究のヴァルネラビリティ概念における「女性の
視点」の意義は何か）という点にある。 











































































































の複合性」と呼びたい。この点は「ヴァルネラブルのなかのヴァルネラブル（Vulnerable among the 
Vulnerable）」（Ariyabandu 2009: 6）という言い方で、災害発生後のコミュニティのメンバーに注目
して説明されてきた18。 
                                                                                                                                                                          
われる。 























































































20 こうした被害のドッキングについては第 2 章も参照のこと。 








そこで池田（2010: 5-6）は、Enarson と Wisner et al の研究を統合するかたちで、ジェンダー化
されたヴァルネラビリティの過程を「地域や世帯内部で制度化されてきた慣習、権力配分、資源




































































22 さらに、もう一つ重要な実践的意義がある。それは第 4 章で述べるように「「災害時要援護者」
とされる人びとをケアするさいの視点が「女性の視点」にはふくまれざるを得ない」ということ
である。ケア労働の不均等な配分は災害時にどのように影響するであろうか。 






































                                                          
23 ここでは、性差があれば必ず性差別が生まれるというある意味で原理的なラディカルな観点に
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表 3-3 











フェミニズム 低 高 
アクセスの平等、 
公的権利 低 低 低 
社会主義 
フェミニズム 低 低 
家父長制、 
資本主義 低 高 低 
ラディカル 
フェミニズム 中 低 
暴力、 
セクシュアリティ、自律 低 高 低 
多文化 
フェミニズム 高 中 
権力関係の交差、 
レイシズム 低 高 中 
ポストモダン 
フェミニズム 低 低 主観性、創発 低 低 低 
ジェンダーと 
開発 高 低 
分業、 
グローバリゼーション 高 高 中 
フェミニスト 
政治生態学 低 低 
自然・社会システムにおける
ジェンダー平等、文化的存続



































































刻化する。この点は、Wisner et al の指摘する資源への「アクセス」の不平等という説明図式とも
接点をもつ。これらの被害の反面で、最後に（4）女性の災害対応・復興過程への参加の促進と貢
献についての評価は、女性の持つ災害対応能力への着目として重要である。 




























                                                          
24 筆者が聞いた保健師の活動事例。保健師については第 5 章を参照のこと。 


































（1）発災直後の 24 時間（発災期）、（2）発災後の 2～3 日間（緊急避難期）、（3）発災後の半
年間（避難所生活期・ライフライン等復旧期）、（4）発災後の 2～3 年間（仮設期・生活復旧期）、
（5）発災後 3 年以降（住宅再建期・被災地復興期）の 5 区分である。それぞれの時期においてあ
らわれる女性の被害とはどういったものだろうか。なお本来であれば、災害の「種類」は災害の
被害を大きく左右するため、災害の種類別に分けた被害の考察は重要だが、本稿では議論のレベ











（1）発災直後の 24 時間（発災期） 死者数の性差、避難行動の男女差 






   概念的な観点からは、自然災害に対する死者数におけるジェンダー的な差異というヴァル 
ネラビリティの主な原因を 3 点に分けることが実り多いことになるだろう。1 点目は、女性 
が災害に対して即座に対応するときに不利益になるかもしれないような生物学的・生理学的 















震災関連死も含めて女性の方が男性よりも 1,000 名ほど多いことが知られている。相川（2007: 
223-224）によれば、インナーシティの老朽住宅に住んでいた高齢女性たちの犠牲者が多く、また、
母子寮（現在では「母子生活支援施設」の方が一般的な名称、成人する前の子と母の生活支援を
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を損なわないようにと、ほとんど泳ぎを教わっていない、ということだ。（『女たちの 21 世 





る 2005 年のレポート（Oxfam International 2005）では死者数の性差について次の点が指摘されて
いる。 
 
1）インドネシアのアチェの besar 地区の 4 村では生存者の 676 人のうち女性は 189 人であり、 
死者の 366 人のうち女性は 284 人である。 





















（2）発災後の 2～3 日間（緊急避難期） 
 発災後の 2～3 日間はライフラインがとだえ災害の被害状況についての情報も避難所の物資状
況も乏しい。避難所に行くか在宅での避難をするかという選択を迫られる時期でもあるし、津波
                                                          
25 人間開発指数（HDI＝平均余命、成人識字率、初中高等教育総就学率、1 人当たりの GDP）別
の被災者数は、HDI の低い国と中間の国では自然災害における死者数も多く、女性開発指数が低
いという関連が見られる（角﨑 2008）。 










   後に新聞やテレビ報道で、いかに障害者があの震災を生き抜いたか、または亡くなってい 
ったのか、あらゆる人々が検証しているが、なかなか聞こえてこないのが女性障害者の声で 










っていく。彼女はそれから数か月、生理がとまったままだといいます。（認定 NPO 法人ゆ 





















































                                                                                                                                                                          
の文化的特殊性の考察に繋がると考える。 
27 特定非営利法人イコールネット仙台では、宮城県内の女性に対して、仮設住宅や関連団体など










































































（LaFASA: Louisiana Foundation Against sexual Assault）と全米性暴力情報センター（NSVRC: 









                                                          
30 第 4 章でとりあげる。 
第 3 章 災害研究における「女性の視点」論とヴァルネラビリティ概念 93 
 



























ウィメンズネット・こうべが 1995 年 7 月に開いた「性暴力を許さない 震災と性暴力」という集
会では、阪神淡路大震災における 1 月の震災直後から 3 月までの間をピークに、37 件の性暴力被
害に関する報告が行われたという32（ウィメンズネット・こうべ編 1996: 118-120）。 
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東日本大震災の性暴力被害について、その一面が伺えるものとしては、平成 24 年度に内閣府
男女共同参画局のおこなった調査がある。平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日までの期間
中の電話受付件数は、女性 5,217 件、男性 564 件、不明 995 件であり、岩手県、宮城県、福島県
三県合わせて、最も多いのは心理的問題に関する悩み（2,460 件）、続いて生き方（1,754 件）や家
族問題（1,664 件）、対人関係（1,155 件）、暮らし（1,057 件）、夫婦問題（1,034 件）、DV（666 件）、

























                                                                                                                                                                          
アが必要とされる。 
33 「河北新報」（2011 年 11 月 5 日）の「焦点／被災夫婦、DV 増加／宮城」の記事では、震災前
に夫と別居したり、離婚を決意していた妻が震災後に、やむなく同居した後に再び DV に遭う事
例（同様の相談が複数あるという報告）、県警への DV 被害相談件数は 2010 年より 50 件増加して
いるという報告、家族単位で支給される生活支援金制度（世帯主が受け取り人）の弊害により DV
で別居中の女性には支援金が至急されないという状況が指摘されている。「河北新報」（2012 年 2
月 4 日）の「東日本大震災影響か、DV 相談増 石巻など沿岸部で顕著」の記事では、石巻署や
仙台南署で DV 相談件数が多く、宮城県の開設した相談電話「ホットライン・みやぎ」では 2011
年 9 月 1 日から 12 月 31 日までに寄せられた 255 件の相談のうち DV に関するものは 20 件だった
とある。 












14 人中 1 人、宮城県震災復興会議要綱37による委員名簿によると 12 人中 1 人、福島県復興ビジョ
ン検討委員会名簿38によると 11 人中 1 人、仙台市震災復興検討会議の委員名簿39では 16 人中 3













                                                          
34武信・明石編（2012: 21）によると、厚生労働省の発表した被災三軒の男女別失業手当受給者は、
被災前の 2011 年 2 月は男女でさほど差がなかったが、震災後、2011 年 6 月時点で、女性の失業
手当受給者は男性より約 1 万人多い 45,500 人に達している。2012 年時点でも、男性が約 24,000
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（5）発災後 3 年以降（住宅再建期・被災地復興期） 

































に特別なニーズを持った女性や家庭を対象にピンポイントで支援をおこなう NPO やボランテ 
ィア・専門職がいたとしても、支援が撤退していかざるをえないなかで、地域社会における、 
いわゆる「マイノリティ」への配慮（ケア）は重要であること 






















井 2011: 91-93）。他にも同じくコミュニティ主事として 20 年以上活動を切り盛りしてきた女性リ
ーダーを中心として中越沖地震のさいの緊急対応がおこなわれた地区の事例では、女性が「地域
にどんな人がいるか、個性や能力をよく知っているので、コミュニティの事業を始めるさいにも













                                                          
41 地域についての理論的考察は第 2 章でおこなった。 
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1 節）、地域社会における災害時要援護者の問題を他方で考察する（第 2 節）。なぜなら、災害時
要援護者へのケアというテーマは、一方では「女性の視点」論にとって、他方では地域防災にと
って中核的な課題であり、「女性の視点」と地域防災の接点の問題として記述していくことは、「女
















































                                                          
2 NPO 法人全国父子家庭支援連絡会など。あしなが育英会が 2013 年 1 月に「東日本大震災で保
護者が死亡・行方不明または重度後遺障害を負った子どもの保護者」1,180 人におこなった調査に


























































（Kittay 1999: 2= 2010: 30）として女性たちの手を素通りするばかりか、女性間の格差を生み出し
てきた。つまり、「たとえ平等への形式的な障壁がなくなったとしても、実質的な平等へ向かう速
度や変化の道筋、成果がもたらす利益が女性間で不均等にしか配分されないといった問題」があ











                                                                                                                                                                         
  







しなくてはならない。（Kittay 1999: 14-15= 2010: 51-53） 
 























Kittay の言い方では私たちはみな「お母さんの子どもである（being a Mother’s Child）」（Kittay  






























は区別する（Kittay 1999: 38=2010: 95-96）。 
10 当然ながら「ヴァルネラビリティ」という言葉は災害研究でのみ使われる言葉ではないので、







































13 「河北新報」（2011 年 6 月 10 日）には、「96 歳の寝たきりの義母を、避難所には連れて行けな
かった」、「人工透析を受ける母親（90）が、避難所の暮らしに堪えられるかどうか不安だった」
という理由で在宅避難をしていた事例が掲載されている。 




































                                                          
14 防災計画における「女性の視点」に関する記述の変遷については、大沢・堂本・山地編（2011）。 
15 「災害時要援護者」は、災害研究においては「災害弱者 disaster vulnerable people」と定義され
ている人々（田中 2008）と重なっている。災害時要援護者は、行政資料で単に「災害弱者」と記
述されることも多いが、行政がこの言葉で第一に念頭おいているのは、以下に述べるような「避





























である。図 4-1 はガイドラインからの転載であるが、1 人 1 人に対してこのような個票を作成し
たうえで、情報を共有し、カンファレンスなどを通して、緊急時の行動と連絡体制を明確にする
ことで、災害時の迅速な救援活動を可能にするというものだ。 
                                                                                                                                                                          
難行動要支援者」のことであり、広義での「災害弱者」、本稿でいうところの「ヴァルネラブル」
な人びとではないし、災害発生直後の救援・救護のフェーズに大きく限定した用語である。 




































図 4-1 ガイドラインにある名簿の記載例 
                                                          





























についてこう書かかれている。被災地全体の死者数のうち 65 歳以上の高齢者の死者数は約 6 割を
占めていたこと、障がい者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約 2 倍であったこと、消防職員・
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に関する議論が、地域防災にとって重要である。国内だけではなく海外でも、災害弱者の問題が










































































う意味で 1995 年の阪神・淡路大震災は 1 つの転機といえる。日本は高度経済成長期に大きな災害














































23 仙台市青葉区片平丁小学校での近隣の留学生を交えた防災訓練の事例（「河北新報」2013 年 2























りおこなわれた割合が全体の 9 割以上を占めるというデータが提示されている。自主防の定義を 
「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成する組織」（総 
務省消防庁 2011: 6）とし、その根拠を災害対策基本法第 5 条の第 2 項に求めている。全国的な組 
織数の推移は図 4-3 の通りであり、確かに年々増加していることが読み取れる。自主防災組織は 
9 割以上が町内会・自治会を単位として結成されており、災害による被害を予防し、軽減するた 










                                                                                                                                                                          
月 14 日）はその萌芽的事例である。 
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表 4-1 調査実施の概要 
 





調査方法 郵送法 郵送法 郵送法 
実施期間 2005 年 1 月 20 日～2 月 20 日 2007 年 3 月 1 日～3 月 18




































                                                          
24 「女性リーダー」の事例では内閣府男女共同参画局（2011）を参照。 
25 筆者は山形市と青森市調査の実施と集計に参加した。 
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表 4-2 三市における自主防を有する町内会・自治会の比較 
 
  仙台市 山形市 青森市 
自主防なし 58 5.0% 184 49.6% 190 82.3%
自主防あり 1,112 95.0% 186 50.1% 35 15.2%
不明 － － 1 0.3% 6 2.6%
合計 1,170 100.0% 371 100.0% 231 100.0%
 
表 4-3 平常時の活動 
 
準備呼びかけ 48 25.3% 52 28.3% 93 50.0% 547 49.2%
備蓄すすめ 24 12.6% 30 16.3% 46 24.7% 400 36.0%
倒壊防止 13 6.8% 11 6.0% 22 11.8% 398 35.8%
地震保険 8 4.2% 1 0.5% 5 2.7% 36 3.2%
連絡方法決定 21 11.1% 19 10.3% 51 27.4% 321 28.9%
避難場所決定 87 45.8% 83 45.1% 115 61.8% 736 66.2%
啓蒙活動 12 6.3% 23 12.5% 74 39.8% 368 33.1%
訓練／講演参
加 
40 21.1% 37 20.1% 96 51.6% 555 49.9%
高齢世帯把握 83 43.7% 87 47.3% 116 62.4% 604 54.3%
その他 2 1.1% 12 6.5% 16 8.6% 58 5.2%
何もせず 69 36.3% 52 28.3% 28 15.1% 111 10.0%
 
るとともに自主防の日常的な活動について比較した。なお、「不明」の町内会は分析から除外した。 




































ている町内会の得点が 10 点に満たない要因であろう。 











図 4-4 防災得点 
 続いて表 4-4 は、町内会単位での防災訓練の実施状況である。「行なっておらず、いずれ行ない
たい」の割合は三市ともに 35%程度であるが、参加者の内訳を問わず、ひとまず行われているも
のを足し合わせると、青森市の「なし」で 11.6%、山形市の「なし」で 13.0%、山形市の「あり」
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行い、数多くの会員が参加、見学 7 3.7% 3 1.6% 20 10.8% 183 16.5%
行い、熱心な会員が参加、見学 5 2.6% 5 2.7% 24 12.9% ※ ※ 
行うが、参加見学会員は非常に限ら
れる 
10 5.3% 16 8.7% 27 14.5% 347 31.2%
行っていない、いずれ行いたい 70 36.8% 65 35.3% 66 35.5% 365 32.8%
行っていない、行う予定なし 22 11.6% 35 19.0% 11 5.9% 95 8.5%
その他 － － 3 1.6% 4 2.2% 77 6.9%




























第 4 章 地域社会における災害時要援護者の支援・ケアと「女性の視点」 119 
 











独自で作成 5 2.6% 5 2.7% 13 7.0%
持っている 409 36.8%
行政の指導下作成 5 2.6% 24 13.0% 22 11.8%
行政作成したもの 39 20.5% 105 57.1% 106 57.0%
独自で作成、行政の指
導で作り直し － － 1 0.5% 1 0.5%
行政の指導で作成し、
独自に作り直し 3 1.6% 1 0.5% 1 0.5%
行政が作成、独自作り
直し 2 1.1% 5 2.7% 1 0.5%
持ってないが見たこ








ない 32 16.8% 7 3.8% 1 0.5%
見たり聞いたりした
ことない 84 7.6%
わからない 25 13.2% 8 4.3% 1 0.5% わからない 58 5.2%
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85 78 18 6 3
44.7% 41.1% 9.5% 3.2% 1.6%
自主防なし 
（山形） 
89 81 10 2 2
48.4% 44.0% 5.4% 1.1% 1.1%
自主防あり 
（山形） 
107 71 5 2 1











786 46 114 41 125



















































































































30 特に「河北新報」は 4 月 13 日の段階で「避難所生活長期化 女性困った 女性記者が現状ル
ポ」という記事を掲載している。 



















































































べきである旨も示されている」（認定 NPO 法人ゆめ基金 2013: 10-11）。 











































婦が実施した仮設住宅の健康調査で、1997 年 9 月末現在、約 130 人の痴ほう症、さらには約 160
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朝日新聞の「論説」（2012 年 6 月 1 日）では、「震災と保健師」と題され、本章で取りあげる岩手
県大槌町の保健師活動の活動記録を紹介するとともに、保健師活動のみられたのは大槌町だけで










りない」地方悲鳴」（2010 年 10 月 8 日）では、都道府県別にみた必要な医師数の倍率は岩手県が



















































































従事する人文社会科学も含めた学問領域の拡大、International Journal of Mass Emergencies and 
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4 ニーズの多様性とジェンダーとの関連については第 3 章で述べた。 

























                                                          
5 最初に本章でとりあげる「保健師」について説明する。一言で言えば、看護師の資格と技術知
識を持ち主に地域社会で働く公衆衛生看護の保健専門職である。かつて「保健婦」という呼称で












新のデータでは、全国の自治体別常勤保健師数は平成 25 年 10 月 7 日時点で、32,516 人（本庁勤
務 10,218 人、保健所勤務 6,771 人、市町村保健センター勤務 10,329 人、その他の勤務 5,198 人）
である（平成 25 年度「保健師活動領域調査」（厚生労働省 2013））。圧倒的に市町村勤務の割合が
高いが、その他としては「大学短大等研究教育機関」「小中高等学校」「一般企業（産業保健師）」
「病院」などがあげられる。 





































                                                          
6 「保健婦」として女性のみが活動していた時代と比べ、現代では若手の男性保健師の積極的な
活動も見られる。 




表 5-1 保健師という職業の変遷 
主に全国保健師教育機関協議会（2012）、日本公衆衛生協会編（1993）を参照し著者作成 
1859 年 英国リバプールで、ウィリアム・ラズボーンが貧困者へ看護婦派遣 
1892 年 同志社病院に付設された京都看病婦学校がキリスト教慈善思想で巡回看病婦制度実施 
※看病婦：看護師 「伝導看護婦」 
1902 年 聖路加病院に宣教医トイスラー院長：下層階級に保健医療 
1916 年 東京帝大キリスト教青年会（賛育会）による夜間無料診療所 













1924 年 賛育会が妊婦家庭への毎月一回の巡回、予防的始動 
1924 年 大阪市立堀川乳児院が「訪問看護婦」として産婆や看護婦採用 








1931 年 日本赤十字社大阪支部病院が公衆衛生看護の専門教育をうけた看護婦の家庭訪問活動 
1937 年 旧「保健所法」：乳幼児、妊産婦、結核患者、感染症患者、精神疾患患者などへの訪問指導
の制度化、自治体で働く職種として位置づけられる 
1938 年 厚生省（厚生労働省）誕生・国保組合の保健施設事業：保健婦活動の推進 国保保健婦 
1941 年 保健婦規則：地方長官に認定される法的な資格化 
1947 年 
新「保健所法」：戦後 GHQ と公衆衛生福祉局による公衆衛生制度改革、人口 10 万人に 1
カ所の保健所地区が全国一律的に設定される（大村 2012） 
開拓保健婦制度実施：無医村での看護処置基準 
1948 年 「保健婦助産婦看護婦法」（保助看法）で保健婦が国家資格化 
1952 年 保健婦助産婦国家試験開始 
1958 年 国民皆保険 
1961 年 児童福祉法改正：新生児訪問、三歳児健診 
1965 年 精神衛生法改正：保健婦の精神障害者への家庭訪問急増 
1978 年 市町村保健センターの設置：生涯を通じる健康作りのための各種健診の強化 




→市町村主体、→保健・医療・福祉における保健所の役割の検討 （平野 1994） 
保助看法の改正により男性の「保健士」誕生 
1997 年 介護保険法 
2002 年 男女ともに「保健師」という名称に統一される 











訪問した。産婆 2 名、看護婦 3 名を 1 班として、班ごとに医師 1 名を配置し 10 班を編成して訪問













表 5-2 保健師による重点的な活動・新たにおこなわれるようになった活動の推移 
日本公衆衛生協会編（1993）をもとに著者作成 
保健師規則制定前後 ・トラコーマの撲滅 ・寄生虫予防や結核などの感染症対策 
・妊産婦、乳幼児の保護 ・栄養・生活改善事業 



















昭和 60 年代 
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的で 1942 年に国の指導により実施されたが、敗戦を機にいったんは停止」、「戦後改革期の 1948
年 12 月から唯一高知県で継承され、「高知方式」と呼ばれて定着」したという。「地域保健法の完
















                                                          
他方で、同時期におこなわれていた保健師活動の形式として、開拓保健婦10がある。これは日
本公衆衛生協会編（1993: 230-233）によると、第 2 次世界大戦末期おこなわれた緊急開拓事業に
おいて、開拓農民の健康管理を目的に、1947 年 9 月に「開拓医・開拓保健婦・開拓助産婦設置規



































野 2003: 774-775）。1955 年になると、1 市町村 1 保健所が実施され、1965 年に入ると、健康増進
対策強化11が進められていく。その後、国保保健婦の制度変更が重ねられ、現在では市町村保健






















































保健所の駐在保健婦がおこなってきた諸活動の 1965 年から 1995 年の年次推移15では、家庭訪問
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の割合は 1965 年ではその年の活動の 25.3％を占めていたが、1995 年では 14.1%であり保健師活
動内における家庭訪問活動は、全国的にも減少傾向にある。 
その理由は、地区担当制から業務分担制へと保健師の仕事が変化してきていることである。平



























16 平成 22 年 9 月 9 日～10 月 29 日にかけて日本看護協会が実施。保健師として活動している全国
の保健師に対して Web 調査をおこない、回答数は 22,179 件で回答率は 51%。 






そのうち 2 つの地区のだいたい 4,000 人ぐらいの規模を私が担当しています。地区担当の訪問を
して、母子から成人・老人まで関わる形で活動しています」「毎日事業に追われているうちに地区
をとらえるという考え方がだんだんと薄れてきて、何となく事業をこなしているかんじでした」。
（茅山・石毛・若杉・増田・小林 1999: 630-631）。 






















紙がされていた。高知県では、延べ 159 人の保健師が 23 日間の活動をおこなった（日本公衆衛生
協会編 1993: 212-215）。 
比較的最近の事例では、1995 年の阪神淡路大震災である。阪神淡路大震災での保健師活動につ
いて阪神・淡路大震災保健婦活動編集委員会編（1995）では、1995 年の 3 月末日までに保健活動
に関わった保健師のうち被災地の保健師 255 人と、県内の保健師 262 人、全国の保健師 846 人に
アンケート調査を実施している。その全ての保健師の活動状況で、時期別のものを見ると 1 月下
旬で多い活動の上位 5 位は、「避難所巡回」が 1 位で 62.2%、2 位が「物資の調達搬送」で 38.9%、
3 位が「救護所での診察介助」で 30%、4 位が「関係機関との調整」で 29.4%、5 位が「所内整理
片づけ」で 26.2%である。2 月下旬になると、それぞれ高い順番に「避難所巡回」が 57.3%、「フ
ォロー者の家庭訪問」が 35.7%、「関係機関との調整」が 29.9%、「依頼者の家庭訪問」が 20.1%、
「保健活動の集計」が 18.8%となり、3 月下旬になると、「避難所の巡回」は 55.6%、「フォロー者
の家庭訪問」が 35.5%、「関係機関との調整」が 28.2%、「仮設入居者巡回訪問」が 22.1%である。



















































自然災害以外でも 2002 年～2003 年の SARS のような感染症への対応をした台湾の保健師に対











震では延べ 3,538 人である（奥田 2008a: 217）。ちなみに、東日本大震災における実際の派遣件数
は、「全国衛生部長会会員自治体」もしくは「保健所設置市」が、自らの職員が含まれるチームを
災害時に派遣したもののうち、2011 年 12 月 31 日までの派遣済み及び派遣予定分の集計結果に
おいて、医療・福祉・保健の職種別の派遣人数では、「保健師」が 6,704 人（29.5％）と最も多く、















東日本大震災では岩手県・宮城県・福島県の 3 県で、県外から派遣された者は 2012 年 3 月 31
第 5 章 ヴァルネラビリティへのケアと災害時保健活動 147 
 










217）によると、阪神淡路大震災での派遣延べ人数は 9,732 名で、1 日あたりの派遣保健師人数は
兵庫県では 20 名、神戸市では 52 名である。新潟中越地震では延べ人数は 5,585 名、一日あたり





































































































育館へ向かった。避難所に救護室を設営し、発災後の 3 月 17 日まで宮城県と衛星電話がつながら
ず、18 日に鳥取県の医療チームの派遣を受けた。町内に応援の医療チームをどのように派遣する






食事の改善（1 日 2 食から 3 食への改善）を災害対策本部に何度も栄養士とともにかけあい、5




岩手県大船渡市では、被災直後から 2 ヶ月間は保健師 2 名が被災地の大船渡市と陸前髙田市の






























































































































そのような経緯で、2011 年 3 月 1 日時点での住民基本台帳と住宅地図を参照し 2011 年 4 月 23
日から 5 月 8 日までの間に延べ 560 人の保健師によって 4,000 件弱の家庭訪問をおこない、住民
基本台帳の 3 分の 2 の住民に面接できたとある（村嶋・鈴木・岡本 2012: 37）。保健師は、子ども
の有無や障がいの有無、病気、介護保険、年齢等のフェイス項目や、家屋の状態、疾病歴、自覚
症状、介護保険利用の有無、日常生活の諸動作の容易度（震災後に悪化したかどうか）、心理的反
                                                          
18 以下、鈴木保健師と表記。 
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応、今後の方針、QOLといった項目について尋ねる調査票を持って、血圧測定をおこないながら


























































































































































                                                          
24 南三陸町の事例として本間（2013）を参照。 
25東日本大震災での保健師の活動をふまえて DMAT（災害時派遣医療チーム）の保健師版である
「災害時派遣 PHN チーム」の養成も議論されている（PHN は Public Health Nurse＝保健師の略）。
災害時派遣 PHN チームの養成を提唱する鈴木るり子氏（岩手看護短期大学教授（保健師））は「緊
急時支援をはじめ被災者支援の現地マネージメントをする、さらに全住民の安否確認と健康調査
を実施し分析結果を政策提言書にまとめる」チームと説明している（鈴木 2011: 36）。 
















































































史上の変化がある。そこでまずこの変化について論じたのが第 1 章である。 
 





















































































































































































































したらどのような可能性があるか、についてである。第 2 章における議論と第 3 章における議論
に対応させながら述べたい。 
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